
(電 話)076-239-1919

(電 話)

(電 話)

一二

(その1}

(ふ り が な)は せひろしれんこうこうえんかい

1政 治 団 体 の 名 称 はせ浩連合後援会

'

〆Fhノ 【エ ラ ー チ ェ ッ ク 済}
、 、

収 支 報 告 書 平成25年分
(開 催分)

政 治 団 体 の 区 分

口 政 党 〔コ 政治資金規 正法第18条 の2第1項

口 政 党 の 支 郎 規 定 に よ る 政 治 団 体

口 政 治 資 金 団 体 図 そ の 他 の 政 治 団 体

口 そ の 他 の 政 治 団 体 の 支 部
2.主 た る 事 務 所 の 所 在 地 石川県金沢市鞍月5-181

(アパー一ト・マンション名).AUBEビ ル5階

(姓)(名)3代表 者 の 氏 名

澁谷 弘利

活 動 区 域 の 区 分

口2以 上の都道府県の区域等 図 同一の都道府県の区域内

(姓)(名>4会計 責 任 者 の 沃 名

荒井 真智子 資金管理団体の指定の有無 国会議員関係政治団体の区分

o

事 務 担 当 者 の 氏 名

(姓)(名)

桜 井 一美

〔]有

図 無

公 職 の 種 類

(現職 ・候捕者の別)

出を した者の氏名

1

口 政治資金規 正法第ig条 の7第1項

第 工号に係る国会議員関係政治団体

図 政治資金規 正法第19条 の7第1項

第2号 に係る国会議員関係政治団体

公 職 の 候 補 者 〔姓)(名)
の 氏 名 馳 浩

資金管理団体 の届(姓)(名)

公 職 の 種 類 衆議 院議員

(現職・候補者の別)(現 職)

一
公 職 の 候 補 者 〔姓)(名)
の氏 名(2人 目)

一 一F

受1譜
公 職 の 種 類

(現職・候補者の別)

公 職 の 候 捕 者 〔姓)(名)
の沃 名(3人 鋤

公 職 の 種 類

(現職・候補者の別)

資金管理団体の指定の期間
国会議員関係政治団体に関する
特翻の適用期間

か ら

まで

か ら

まで

{※複数の期間がある場合2つ め以降の期間) (※複数の期間がある場合2つ め以降の期間)

1
,契

差
い

、

様式番号 団体 ロー ド 異動 枝番 REC鯉o. 年号 盧出年月日 年号1年分
13

A21
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1。 靴60S之 辮2覧 多



1

(その2)0200収 支 の 状 沙 し 【エラーチェック済】

1収 支の総括表

収 入 総 額 7,013,476一
(前 年 か ら の 繰 越 額) 531,370
(本 年 の 収 入 額) 6,482,106 1

支 出 総 額

一

6,724,580

翌 年 へ の 繰 越 額 288,896
帖

2収 入項目別金額の内訳

ω 個入の負担する党費又は会費一
金 額 0

員 数(党 費又は会費を納入した人の数)

o{o

∂20

03°

∂妬0

0㌻ ひ

oもo

O勘

卵
ωo

uo
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(号込

1(co

r〆 、へ

{㍉ Ψ

{2)寄 附

ア 寄 附(イ を除 く。}の 区分 金 額 備 考
一
(ア}個 入 か ら の 寄 附 0
(う ち 特 定 寄 附 〉 0

(イ}法人その他の団体からの寄附 0
㈲ 政 治 団 体 か ら の 寄 附 2,500,000
ノ」、 計(ア)+{イ)+(ウ) 2,500,000
(寄附 のうち寄 附 のあっせ んに よるもの} 0
イ 政 党 匿 名 寄 附 0
1合 計(ア+イ)

一

2,500,000

、



翔

〆 ・ ノへ 【エ ラーチェック済〕

(その3}ゆo

㈲ 機関紙誌の発行その他の事業による収入

行番号 事 業 の 種 類 金 額
1

備 考

i 新春園政報告会 3,982,000
一

H25.2,9ホ テ ル 金 沢

2

3

一

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

i4

15

σい も 合 計 3,982,000 f

一



ピ 今 【エラ呼 エツ嬬 】㌔、

(その6)○ 樋

⑥ その他の収入

行番号 摘 要 金 額 備 考

1

2

3

4

5
'

6

7

8
一

9

10

11

12

13

14

15

ら⑩

勉 ◎

1件1⑪ 万 円 未 満 の も の 106

合 計 106

!



ζ ご 【エラーチェッ姻

(そ側07乙0
一

(7}寄 附 の 内 訳 寄附者の区分 3.政 治 団体

行番号 寄附者の氏名{又 は名称) 金 額 年 月 日 住 所(又 は所在地) 職業(又は代表者の氏名) 備 考

1
自由民主党石川県第一選挙区支
部 1000000,,

H25/1/10 石川県金沢市南新保町ロ24-1 馳 浩

1

2
自由民主党石川県第一選挙区支
部 1,000,000 H25/1/23 石川県金沢市南新保町ロ24績 馳 浩

3 自由民主党石川県第一選挙区支
部 500,000 H25川/1 石川県金沢市南新保町ロ24-1 馳 浩

4
1

5

6

7

8

9 1

10
'

11

12

13

14

15

別D

O鯉

そ の 他 の 寄 附 0

1合 計 2,500,000



'【 エ ラーチェック済ユ

く 又

(そ の14)

② 経常経費(入 件費を除 く。)の 内訳 項 習 励 区 分 4.事 務所費

行番号 支 出 の 目 的一 金 額 年 月 日
支出を受けた者の氏名
(又は名称)

支出を受けた者の住灰
{又は所在地) 備 考

1 事務所家賃 11,250 H25/1/24 ㈲新清商事 石川県金沢市南新保町イi24 2月 分

2 事務所家賃 11,250 H25/2/27 ㈲新清商事 石川県金沢市南新保町イ124 3月 分

3 事務所家賃 11,250 H25/3/26 ㈲新清商事 石川県金沢市南新保町イ124 4月 分1

4 事務所家賃 11,250 H25/4/3G ㈲新清商事 石川県金沢市南新保町イ正24 15月 分

5 事務所家賃 11,250 H25/5/24 ㈲新清商事 石川県金沢市南薪保町イ124 6月 分

6 事務所家賃 11,250 H25/6/25 ㈲新清商事 石川県金沢市南新保町イ124 7月 分

7 事務所家賃 11,250 H25/7/30 ㈲新清商事 石川県金沢市南新保町イ124 8月 分 1

8 事務所家賃 11,250 H25/8/30
1
㈲新清商事 石川県金沢市南新保町イ124 9月 分

9 事務所家賃 11,250 H25/9/30 ㈲新清商事 石川県金沢市南新保町イ124 10月 分

1⑪ 事務所家賃 11,250 H25/10/29 ㈲新清商事 石川県金沢市南新保町イ124 11月 分

11 事務所家賃 11,250 H25/H/25 ㈲新清商事 石川県金沢市南新保町イエ24 12月 分

12 事務所家賃 11,250 H25/12/26 ㈲新清商事 石川県金沢市南新保町イ124 H26年1月 分

13 平成24年 度監査報酬 31,500 H25/6/25 税理士 山岸 貞司 石 川県金沢 市泉が丘2-5-19

14

15
1

そ の 他 の 支 出 525
1

合 計 167,025



【エ ラーチェ ック済 】

㌔

{その13)13。0

3支 出項目別金額の内訳

o(o

o)o

o30
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ら に沿

こ)9
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o即
r)1'1

〔)9亨

滴
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l)気}

・論

海;

駅 込

一

U)支 出 の 総 括 表

項 目 金 額
備 考

本部又は支部に対して
供与した交付金に係る支出

1経 常 経 費

(1)人 件 費

1

0 0
② 光 熱 水 費 0 0
③ 備 品 ・ 消 耗 品 費 130,203 0
㈱ 事 務 所 費 167,025 0
小 計 297228 0

2政 治 活 動 費

(D組 織 活 動 費 5,740,967

一

〇

② 選 挙 関 係 費 0 0
(3}機 関紙誌の発行その他の事業費 686,385 0
ア 機 関 紙 誌 の 発 行 事 業 費 686,385 0
イ 宣 伝 事 業 費 0 0
ウ 政治資金パーティー開催事業費 0 0
エ そ の 他 の 事 業 費 0 0
(4>調 査 研 究 費 0 0
⑤ 寄 附 ・ 交 付 金 0 0
⑥ そ の 他 の 経 費 0 0
小 計 6,427,352 0
合 謙 6,724,580



<C防 一チェツ燗

{そ の14}

(2)経 常 経費(入 件費 を除 く。)の 内訳 項 目 別 区 分 3.備 晶 ・消耗 品費

1

行番号 支 出 の 目 的 金 額 年 月 日
支出を受けた者の氏名
(又は名称}

支出を受けた者の住所
(又は所在地) 備 考

1

2 1

一

3

1

4

一

5

6
一

了

8
一

9

10

11

12

13 1

14

15 1

一

そ の 他 の 支 出

一

130,203
1

噛

七

'

合 計 130,203



i■

　 【エラーチェック済】
＼L

(その正5)、

(3)政 治活動費の内訳 項 欝 別 区 分

一

1.組 織活動 費

組織対策費
　

行番号 支 出 の 目 的 金 額 年 月 日
支出を受けた者の氏名
(又は名称}

支出を受けた者の住所
{又は所在地) 備 考

玉

2

3
1

1

4

5

6

7

8
1

一

9
1

10
一

一

1

11
1

一

12

13

一1

14

15
1

そ の 他 の 支 出 17,787一

合 計 17,787-一



ぐ ∴ 【エラーチェック済】

{その15)

③ 政治活動費の内訳 項 目 別 区 分
1.組 織活 動費

行事費

行番号 支 出 の 昌 的 金 額 年 月 日
支出を受けた者の氏名
{又は名称}

支出を受けた者の住所
収は所在地} 備 考

1 新春国政報告会 はがき代 131,250 H25/1/23 カンダ印刷㈱ 石川県金沢市桂町イ54-1

一

2 手拭作成代 378,000 H25/1/23 丸福栄㈱ 石川県金沢市諸江町中丁418-3

3 新春国政報告会 司会代
一50

,000 H25/2/9 宮丸 勝 石川県金沢市高柳町5魂4-17
一

4 手拭作成代 375,656 H25/2/22 丸福栄㈱ 石川県金沢市諸江町中丁418-3

5 新春国政報告会 開催費 2,812,878 H25/2/25 ホテル金沢㈱ 石川県金沢市堀川新町1-1

6 資料印刷代 18,900 H25/2/25 ハヤシ印嗣紙工㈱
一

石川県金沢市糸田新町3-10

7 新春国政報告会 看板代 78,750 H25/3/22 ア ド㈱ 石川県金沢市柳橋町ハ19-2

8 新春国政報告会 余興演奏代 100,000 H25/3/29
大場潟乃太鼓
北村 吉則

石川県金沢市大場町東57

9 政経セ ミナー はがき代 80,745 H25/5/24 ハヤシ印刷紙工㈱ 石川県金沢市糸田新町3級o

1G 新春国政報告会 開催費追加 38,587 H25/6/9 ホテル金沢㈱ 石川県金沢市堀川新町1-1

11 政経セミナー 会場費 240,000 H25/6/25
㈱東急ホテルズ 金
沢エクセルホテル東

石川県金沢市香林坊2寸一1

12
新春国政報告会 お礼状 ・は
がき作成

1131
,250 H25/12/26 カンダ印刷㈱ 石廻県金沢市桂町イ54-1 1

一

13

14

15

そ の 他 の 支 出 5,355

合 計 4441371,,



一

＼ ぐ 【ヱラーチェッ燗

(その15}

1

(3)政 治活動費の内訳

一

項 呂 別 区 分

一

1.組 織活動 費
一

通信発送費

行番号 支 出 の 目 的 金 額 年 月 日
支出を受けた者の氏名
{又は名称)

支出を受けた者の住所
(又は所在地) 備 考

1 切手 50,000 IH25/1/10 日本郵便㈱ 東京都 千代 田区霞が 関1-3-2

2 郵便発送 716,094 H25/1/11 日本郵便㈱ 東京 都 千代 田区霞が関1-3-2

3 郵便発送 11,245 H25/5/13 日本郵便㈱ 東京 都千代 田区霞が関1-3-2

4 切手 36,200 H25/5/1畦 日本郵便㈱ 東京都 千代 田区霞が関1-3-2

5 郵便発送 85,000 H25/5/22 臼本郵便㈱ 東京都 千代 田区霞が関1-3-2

6 郵便発送

1
132,200 H25/5/23 日本郵便㈱ 東京 都千代 田区霞が関1-3-2

7 年賀状代 40,000 H25/11/1 日本郵便㈱ 東京都千代田区霞が関1一狂2

8 年賀状代 40,000 H25/11/1 日本郵便㈱ 東京都千代田区霞が関1電 一2

9 切手 40,000 H25/12/16 日本郵便㈱ 東京都 千代 田区霞 が関1-3-2

10 1

11

12

13

14

15

そ の 他 の 支 出 131,070一

合 計 1,281,809



一 【エラーチェック済1

＼ ＼

(その15)

(3)政 治活 動費 の内訳 項 目 別 区 分
3.機 関紙誌の発行事業費

印刷製本費

行番号 支 出 の 目 的 金 額 年 月 日
支出を受けた者の氏名
〔又は名称)

支出を受けた者の住所
(又は所在地) 備 考

1 通信作成 ・封筒印刷代 505,785

一

H25/1/23 ハヤシ印刷紙工㈱ 石川県金沢市糸田新町3-10
はせ通信

VoL52

2 通信作成 113,925 H25/6/26 ハヤシ印刷紙工㈱ 石川県金沢市糸田新町3-10
は せ 通 信

Vol.54

3 通信作成 65,100 H25/10/29 ハヤシ印刷紙工㈱ 石ノ月県 金 沢市 糸田新田丁3-10
はせ通信

Vo155

4

5

6

7

8 1

9

、

10㌧

11

12

13

14

15

そ の 他 の 支 出 1,575

1合 計1 686,385一一



内 ■

{御1卿 資 産 等 の 状 く況 匿 殉 欄

1資 産等の総括表

資 産 等 の 有 無
一一

資 産 等 の 項 目 別 区 分 有 無 備 考

ア 、土 地 [コ 回

イ 建 物 口 劒

ウ 建物璽亟査査且塾と丈至塑上掻又基よ地の量償権 口 劒

工 取 径 の 価 額 塑 ユΩΩ互 置 丘 超 え ゑ 動 産 口 団

預 金`豊 通 源 金 及 蛮 蚤 座 源 金 を 除 三乱ユオ
互ζ 基 監 金 く豊 通 壁 金 を 陰 《 飢 ユ

口 団

力 金 銭 信1託 口 図

キ 査 価 証 塗 [コ 凹

ク 盤 資 旦 よ 至 権 麹 口 凹

ケ 黛付先ご」との残直杢鯉 五且 を超えゑ黛付金 〔コ 凹

コ 支 払並 血た 金 額 塑皿 互 旦 堂 超え 登 敷金 ⊂コ 図

取得の価額が100万 円を超える施設の利用 に関す る権
口 回サ 型

シ 借入先ごとの残直塑迦 五置盈超λゑ債ム金 [コ 回



ぐ 又 畠

{エ ラーチ ェ ック済 〕

(その2ω 宣 誓 書

添付書類(別 添のとお り)

図 1領 収書等の写し

口 2監 査意見:書(政 党本部及び政治資金団体に限る。}

図 3政 治資金監査報告書(国 会議員関係政治団体に限る。)
1

この報告書 は、政治資金規正法に従 って作成 した ものであって、真実に相違あ りません。
r

平成26年5月 2G日

政 治 団体 の名称 はせ浩連合後援会

会計責任者の氏名 荒井 真智子
簸 ロ}

■

代 表 者 の 氏 名 (代表者については解散時のみ記入すること)
「

(印)



政治資金監査報告書

平成 ズ6年`月 ヌ"日

はせ浩連合後援会

会 長 澁 谷 弘 利 殿

欝響 蝋築総
研 修 修 了年 月 日 平成21年6月19日

1監 査の概要

(1)私 は、政治資金規正法(以 下 「法」 とい う。)第19条 の13第1項 の規定に基 づ き、

はせ浩連合後援会の平成25年 に係 る法第12条 第1項 に規定す る収支報告書のすべて

の期間を対象として、当該収支報告書並びに当該収支報告書に係る会計帳簿、明細書、

領収:書等、領収書等を徴 し難かった支出の明細:書、振込明細書及び振込明細書に係る支

出 目的書(支 出の 目的が記載 された振込 明細書 の写 しを含む。 以下同 じ。)に つ いて、

1ノ 支 出に関す る政治資金監査 を行 った。

(2)こ の政治資金監査 は、法第19条 の13第2項 に定 めるとこち によ り政治資金適正化

委員会が定める 敏 治資金監査に関する具体的な指針」(以 下 「政治資金監査マニュア

ル 」 とい う。)に 基 づ き行 っ た。

(3)私 の責任は、外部性を有す る第三者として、国会議員関係政治団体の会計責任者の作

成又は徴取した収支報告書並びに当該収支報告書に係る会計帳簿、明細書、領収書等、

監 領収書等を徴し難かった支出の明細書、振込明細書及び振込明細書に係る支出目的書に

つ いて、、政治資金監査マ ニュアル に基づ き政 治資金 監査 を行 った結果 を報告す るこ とに

あ る。

(4)こ の政治 資金 監査 は、はせ浩連合 後援会 の主た る事務所におい て行 った。

2監 査の結果

私が実施 した政治資金監査の結果は、以下のとお りである。

(1)法 第19条 の13第2項 第1号 に規定す る事項について、会計帳簿、明細書、領収書

`
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等、領収書等を徴 し難かった支出の明細書、振込明細書及び振込明細書に係る支出目的

書が保存されていた。

(2)法 第19条 の13第2項 第2号 に規定す る事項 につ いて、会計帳簿 には、当該 国会議

員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載され、かつ、嶺該国会議員関係

政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えていた。

(3)法 第19条 の13第2項 第3号 に規定する事項について、法第12条 第1項 に規定す

る収支報告 書は、会計帳簿 、明細書、領 収書等 、領収書等 を徴 し難か った支 出の明細書、

振込明細書及び振込明細書に係る支出目的書に基づいて支出の状況が褒示されていた。

(4)法 第19条 の13第2項 第4号 に規定す る事項 につ いて、領収書等 を徴 し難 かった支

出の明細書及び振込明細:書に係 る支ぬ 目的:書は、会計帳簿に基づいて記載 されていた。

3業 務制限

はせ浩連合後援会 と私 との間には、法第19条 の13第5項 の規定に違反する事実はな

い 。

また、はせ浩連合後援会と政治資金監査の業務を補助した使用人その他の従業者との間

において も、同様 で ある。

以 上


